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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第２期
第１四半期
連結累計期間

第３期
第１四半期
連結累計期間

第２期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （百万円） 75,790 81,938 369,702

経常利益 （百万円） 1,728 4,493 18,120

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 909 2,820 7,240

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,068 3,363 11,707

純資産額 （百万円） 55,530 67,062 64,622

総資産額 （百万円） 241,285 277,911 269,720

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 4.92 15.26 39.17

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 4.92 15.24 39.12

自己資本比率 （％） 22.8 23.9 23.7

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としている。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、平成27年６月30日現在、当社、子会社13社、関連会社７社で構成さ

れ、建設事業（土木・建築）を主な事業とし、さらに各事業に関連する事業活動を展開している。

　当社グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりである。

 

建設事業（土木事業・建築事業）

　当社は総合建設業を営んでおり、セグメントを土木事業、建築事業に区分している。

グループ事業

　連結子会社である、安藤ハザマ興業株式会社は建設用資材の販売及びリースを、青山機工株式会社は土木及び建築

工事の施工等を、菱晃開発株式会社は不動産の売買、賃貸並びにその仲介を、ハザマアンドウ（タイランド）、ハザ

マアンドウシンガポール、ハザマアンドウマレーシア及びアンドウマレーシアは現地国における建設事業を、それぞ

れ主要事業としている。

 

事業の系統図は次のとおりである。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はない。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

 

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府によるデフレ脱却・経済成長政策等の着実な実行によ

り、企業収益および雇用・所得環境等が改善に向かったことから、緩やかな回復基調が継続した。

　今後についても、海外景気の下振れ等、国内景気を下押しするリスクが引き続き存在するものの、各種政策・対

策等の効果が続いていくものと期待されている。

　当社グループの主たる事業である建設産業においては、国内景気の回復を背景に建設需要は引き続き堅調に推移

しているが、建設技能労働者・建設資材等の需給動向には留意が必要であり、懸念要素の残る経営環境が続いてい

る。

　こうした状況のもと、当社は、市場環境の変化に対応し、企業価値を更に向上させていくために、「中期経営計

画（2016.3期～2018.3期）」を策定した。当社の事業活動の基本方針である「安心、安全、高品質な良いものづく

り」を徹底しつつ、社会・お客様・株主・取引先・従業員等のすべてのステークホルダーと「共に成長できる」関

係の構築を目指していく。

　当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高819億円（前年同四半期757億円、前年同四半期比

8.1％の増加）、営業利益45億円（前年同四半期20億円、前年同四半期比116.1％の増加）、経常利益44億円（前年

同四半期17億円、前年同四半期比160.0％の増加）、親会社株主に帰属する四半期純利益は28億円（前年同四半期

９億円、前年同四半期比210.1％の増加）となった。

　セグメントの業績は、次のとおりである。

（土木事業）

　受注高は533億円（前年同四半期比36.4％の増加）、完成工事高は297億円（前年同四半期比17.9％の増加）、

営業利益は37億円（前年同四半期比110.3％の増加）となった。

（建築事業）

　受注高は549億円（前年同四半期比13.7％の増加）、完成工事高は476億円（前年同四半期比2.7％の増加）、

営業利益は14億円（前年同四半期比58.2％の増加）となった。

（グループ事業）

　売上高は39億円（前年同四半期比5.5％の増加）、営業利益は３億円（前年同四半期比18.8％の増加）となっ

た。

（その他）

　売上高は６億円（前年同四半期比37.5％の増加）、営業利益は80百万円（前年同四半期比45.6％の減少）と

なった。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はない。

 

(3) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間における研究開発への投資総額は約３億円である。この中には、社外からの受託研究

に係る費用約12百万円が含まれている。
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(4) 従業員数

　当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数（就業人員数）に著しい変動はない。

 

(5) 生産、受注及び販売の実績

　当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績に著しい変動はない。

 

(6) 主要な設備

　当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について重要な変更

はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 185,209,189 185,209,189
東京証券取引所

（市場第一部）

株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

単元株式数は100株

計 185,209,189 185,209,189 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

(4)【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成27年６月30日 － 185,209 － 12,000 － 12,117

 

(6)【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7)【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日である平成27年３月31日現在の当社株主名簿により記載して

いる。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 325,600
 

－
株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

完全議決権株式（その他）※１
 
普通株式 184,604,500
 

1,846,045 同上

単元未満株式 ※２
 
普通株式 279,089
 

－ 同上

発行済株式総数 185,209,189 － －

総株主の議決権 － 1,846,045 －

※１　「完全議決権株式（その他）」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が19,900株（議決権199個）含まれ

ている。

※２　「単元未満株式」のうち普通株式には、自己株式76株が含まれている。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

　株式会社安藤・間

東京都港区赤坂

六丁目１番20号
325,600 － 325,600 0.18

計 － 325,600 － 325,600 0.18

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はない。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 79,660 110,522

受取手形・完成工事未収入金等 108,987 86,152

未成工事支出金 6,527 6,232

その他のたな卸資産 4,390 4,834

繰延税金資産 1,695 1,698

その他 14,613 13,576

貸倒引当金 △10 △8

流動資産合計 215,864 223,009

固定資産   

有形固定資産   

土地 18,898 18,992

その他（純額） 8,229 8,162

有形固定資産合計 27,128 27,155

無形固定資産 1,314 1,356

投資その他の資産   

投資有価証券 20,463 21,732

繰延税金資産 1,502 1,251

その他 5,457 5,387

貸倒引当金 △2,010 △1,980

投資その他の資産合計 25,413 26,390

固定資産合計 53,855 54,902

資産合計 269,720 277,911
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 96,747 85,627

短期借入金 19,751 19,217

1年内償還予定の社債 351 351

未成工事受入金 30,667 41,141

完成工事補償引当金 1,765 1,669

賞与引当金 1,864 531

工事損失引当金 4,408 4,297

その他 23,121 32,124

流動負債合計 178,677 184,960

固定負債   

社債 832 832

長期借入金 12,752 12,487

退職給付に係る負債 11,949 11,844

環境対策引当金 295 160

繰延税金負債 72 65

その他 517 498

固定負債合計 26,419 25,888

負債合計 205,097 210,848

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,000 12,000

資本剰余金 15,001 15,000

利益剰余金 33,365 35,262

自己株式 △68 △64

株主資本合計 60,299 62,198

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 4,016 4,528

繰延ヘッジ損益 △6 △9

為替換算調整勘定 270 263

退職給付に係る調整累計額 △691 △663

その他の包括利益累計額合計 3,588 4,119

新株予約権 15 14

非支配株主持分 718 729

純資産合計 64,622 67,062

負債純資産合計 269,720 277,911
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高   

完成工事高 73,101 78,731

その他の事業売上高 2,688 3,207

売上高合計 75,790 81,938

売上原価   

完成工事原価 67,017 69,897

その他の事業売上原価 2,183 2,717

売上原価合計 69,200 72,614

売上総利益   

完成工事総利益 6,084 8,833

その他の事業総利益 504 490

売上総利益合計 6,589 9,324

販売費及び一般管理費 4,496 4,800

営業利益 2,093 4,523

営業外収益   

受取配当金 22 27

受取保険金 37 －

為替差益 － 49

その他 48 128

営業外収益合計 108 204

営業外費用   

支払利息 217 185

為替差損 207 －

その他 48 49

営業外費用合計 473 235

経常利益 1,728 4,493

特別利益   

固定資産売却益 3 2

その他 0 －

特別利益合計 3 2

特別損失   

投資有価証券評価損 0 3

訴訟関連損失 35 －

その他 2 0

特別損失合計 37 4

税金等調整前四半期純利益 1,693 4,491

法人税等 781 1,666

四半期純利益 912 2,824

非支配株主に帰属する四半期純利益 2 3

親会社株主に帰属する四半期純利益 909 2,820
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 912 2,824

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,127 512

繰延ヘッジ損益 0 △3

為替換算調整勘定 △27 1

退職給付に係る調整額 55 28

その他の包括利益合計 1,155 538

四半期包括利益 2,068 3,363

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,075 3,351

非支配株主に係る四半期包括利益 △7 11
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項なし。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更している。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更している。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から

非支配株主持分への表示の変更を行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及

び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っている。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用している。

　これによる損益に与える影響はない。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用の算定については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて算定している。

　ただし、当該見積実効税率を用いて算定すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用

する方法を採用している。

 

EDINET提出書類

株式会社安藤・間(E00317)

四半期報告書

13/20



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 303百万円 268百万円

 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式

利益

剰余金
923 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日

 

(2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項なし。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式

利益

剰余金
924 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

 

(2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項なし。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連
結損益計
算書計上
額
（注３）

 土木事業 建築事業
グループ
事業

合計

売上高         

外部顧客への売上高 25,213 46,402 3,716 75,332 457 75,790 - 75,790

セグメント間の内部売上高

又は振替高
- - 6,780 6,780 41 6,822 △6,822 -

計 25,213 46,402 10,497 82,113 498 82,612 △6,822 75,790

セグメント利益 1,795 926 261 2,983 147 3,130 △1,037 2,093

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、調査・研究受託業務等を含んで

いる。

２．セグメント利益の調整額△1,037百万円には、セグメント間取引消去及びその他８百万円及び各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△1,045百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし。

 

EDINET提出書類

株式会社安藤・間(E00317)

四半期報告書

15/20



Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連
結損益計
算書計上
額
（注３）

 土木事業 建築事業
グループ
事業

合計

売上高         

外部顧客への売上高 29,725 47,664 3,919 81,310 628 81,938 - 81,938

セグメント間の内部売上高

又は振替高
- 0 10,240 10,241 3 10,244 △10,244 -

計 29,725 47,665 14,160 91,551 632 92,183 △10,244 81,938

セグメント利益 3,775 1,466 310 5,552 80 5,632 △1,108 4,523

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、調査・研究受託業務等を含んで

いる。

２．セグメント利益の調整額△1,108百万円には、セグメント間取引消去及びその他△０百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△1,107百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項なし。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額（円） 4.92 15.26

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
909 2,820

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
909 2,820

普通株式の期中平均株式数（千株） 184,782 184,899

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

（円）
4.92 15.24

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 266 169

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項なし。
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２【その他】

重要な訴訟事件等

　提出日現在、当社を含む多数の建設会社を被告とする全国トンネルじん肺訴訟が、全国６地方裁判所に提訴され

審理中である。

　また、当社は、国立大学法人新潟大学に対し、陽子線がん治療機器導入に関して同法人の依頼により立替えた金

員約18億円について、支払を求める訴訟を提起していたが、平成27年４月28日の判決において当社の請求が棄却さ

れたため、東京高等裁判所に控訴している。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月７日

株式会社安藤・間

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 寺 田　 昭 仁　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内 田　 好 久　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社安藤・

間の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社安藤・間及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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